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はじめに
阪神 ･淡路大震災では､これまで我が国にとって未経
験の出来事が数多くおこったが､震災直後の緊急対策の
実施に関してもその例外ではなく､本研究が対象とする
｢被災建築物の応急危険度判定｣も我が国で本格的に実
施されたのは最初の経験であった｡
そもそも被災建築物の応急危険度判定とは､地震後の
余震による2次災害を防ぐ目的で被災建築物に対 して応
急的にその危険度を判定し立ち入りの可否を表示する活
動である｡そのきっかけは､ 1985年のメキシコ地震
に際して我が国の地震研究者により始めて提唱され､そ
の後ノースリッジ､ロマプリ一夕の2つの大地震を経る
中で米国のFEMA(連邦緊急事態管理庁) によって体系
化され､我が国でも近年静岡､神奈川､東京を中心にそ
の体制が整備されつつある状況であった｡
本研究は､今回の応急危険度判定活動を振 り返り今後
の改善方向､体制整備の方向を探ることを目的とし､応
急危険度判定活動及び支援活動に携わった建築技術者と
彼らを派遣 した地方公共団体､国､公団等の母体組織､
そして受け入れた地元地方自治体に対 して､活動実態､
評価､今後の改善にむけた意見 ･提案等に関するアンケ
ート調査 (1995年5月)と現地グループインタビュー調
査 (同6月)を行なった｡
本稿は､第-に応急危険度判定活動に携わった建築技
術者 (いわゆる判定士を含む)個人に対するアンケート
調査の分析､第二に派遣した地方公共団体､公団等の母
体組織へのアンケート調査の分析､第3に受け入れた地
元地方自治体への現地調査の分析という3部構成 となっ
ている｡
第一章 :判定従事者個人からみた応急危険度判定
業務
(1)
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本章は､応急危険度判定業務に携わった37都道府県
1,473名から回答を得たアンケ一･ト調査の結果であ
る｡設問は一部択一式であるが､具体的で貴重な指摘を
網羅的に記録 していくことが重要であるとの考えから過
半の設問を自由記入式とし､集計の段階で回答の整理分
類を行った｡ したがって､項目の性格が質的に異なるも
のが並列されたり､論理的にいえば択一回答であるはず
の項目と重複回答になるはずの項目とが共存 している､
など若干の問題点は含んでいる｡
また､回答が多いことだけに意味があるのではなく､
たとえ少数意見であっても今後の施策立案に考慮すべき
意味のある意見や提言も存在する､という認識でできる
だけ多くの生の回答を取り上げている｡
1.資格等について
判定従事者の持っている資格は､一級建築士が最も多
く76%である｡逆に言えば､1/4は一級建築士資格を持
っていない技術者ということになる｡次いで建築主事資
格がおおよそ半数である｡当然なが ら､ここでは両資格
は重複 している｡応急危険度判定士資格者は約1割とな
っているが､本来､この時点では静岡県と神奈川県の2
県のみであるはずだが､直前の講習受講者が自らを ｢判
定士｣と認識 しており静岡､神奈川以外の判定従事者も
｢判定士｣であると回答 している｡判定士資格を今後全
国的に普及 していくとすると､この震災時の講習受講歴
をどう取り扱 うかは一つの検討事項であろう｡
2.各種意見 ･要望
意見要望の種類にこだわらず､自由記入 してもらった
内容を分類すると､以下のように宿泊先､事前準備､交
通手段といった3種があることがわかる｡特に目立っの
は ｢宿泊先が遠すぎる｣という意見の21%であり､これ
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ポルカラーの服装が良い､という意見も調査研究委員会
で出されている｡
図1 資格等
は徳島や奈良市内などの宿舎を使わざるを得なかったこ
とによる｡次いで､現地の情報不足 (7.7%)のまま､
短期間 (6.7%)で赴かざるを得ず､緊急時の情報伝達
システム､出動プログラムの整備が求められるといえよ
う｡
表1 意見要望等
人
宿泊先が追すぎる. 地まで連すぎる 314
現地の状況について 報不足 114
準傷期間が少なかつ .早く手相してはしかった 98
交通手段に対する意 35
宿泊先は恵まれていた 33
宿泊先は不満 19
準償行動に対する指′ヽが必要 12
3.業務の苛酷さ
遠い宿泊先から､余震の危険性のある被災坤を訪れ､
多くは徒歩で長時間かけて移動 し､判定業務を行う｡心
身共に苛酷であったと推測されるが､専門家としての使
命観の現われであろうか､3/4が適切であったとしてい
る｡
もっと長くて
も良い
4%
派遣期間内で
は遵当
80%
図2 業務の苛酷さ
4.身分､位置付け､費用負担について
身分､位置づけ､費用負担について約6割が適切と考
えている｡逆に改善すべきとしている物が4割に遷 して
おり､全体としては改善点をよく考慮する必要があると
いってよいだろう｡
その具体的な内容は､以下のように事前に身分､位置
づけをはっきり決めておき､それを明かにするものが求
められている､となる｡
また､身分を明かにするものについては､腕章は不適
切であり､遠 くからも一般住民が認識できるようなシン
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図3 身分､位置づけ､費用負担等について
5.費用負担について
｢国で負担 してほしい｣が ｢自己負担｣｢派遣市｣よ
り多いが､いずれにせよ ｢事前に統一 した原則を決めて
おいてほしい｣となる｡
表2 費用負担等
人
政一して費用A担を霊前に決めておいてほしい 72
国で負担してはしい 43
派遣市の《担でよい.巾で負担してはしい 4
6.判定基準について
我が国における応急危険度判定の本格的な実施は､今
回がはじめてであり､そのことを反映して､基準は改善
すべき点があるという意見が6割近 くに達している｡
改善の具体的な意見のうち特徴的なものを以下に記す｡
判定基準の運用において ｢判定者個人や担当地域によ
る｣差異がでないように ｢基準の一層の均一化､統一化､
客観性の向上｣が必要との意見が多いが､木造に比して､
RC造や鉄骨造の基準が複雑であり ｢簡略化｣が必要と
の意見のほか､また判定の目的にもよるが ｢内部の調査｣
の必要性や､｢構造体と落下物｣による危険性の区別を
求めている意見がある｡
改善すべき
57%
図4 判定基準マニュアル等
判定基準の具体的見直しの意見は多岐に渡るので､列
挙する｡
【判定基準の見直しの意見】
(外観､目視に限定 した内容にする)
(木造建築物における老朽化による劣化の基準)
(2棟に分けられる建物の判定の困難さがあった)
(2戸 1をアパート (長屋)とするかどうか明確化)
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表3 判定基準
人
判定基準の一層の均一化.統一化 263
判定基準の見直し 133
壇軸内について明稚化 130
内容の簡略化.内容が細かすぎ (RC.S) 99
内容の明細化.具体化 (掛 こ木造) 68
現状判断を加えるべき 37
内容と実態のズレの改善 37
判定基準は推しすぎる 29
住民に対し霊前に広報しておくべき 25
構造体によるものと落下物によるものの区別 17
(傾斜計では困難､下げ振り計測がよい)
(RC構造の基準見直し)
(木造の基準明細化)
(周囲地盤の状態の記入が必要)
(擁壁,ブロック塀の基準も必要)
(被害の状況を判定するのか､余震に対して安全性を判
定するのか明確化)
(屋根の仕上げの種別 (瓦, トタン)を加える)
(EXPJ等で区切られた建物は､区画ごとに判定すべき)
(梁の被害度も判定の対象とすべき)
(鉄骨,鉄筋構造は仕上げ材に隠れ判断が困難)
(トランシットの簡単なものの利用)
(鉄骨造のジョイント部は内部調査が必要でありその基
準)
(応急､緊急であるときの基準)
(袖壁付き柱の基準)
(プレ-プ (軽量鉄骨)住宅の基準 ･シートの必要性 ･
鉄骨造のシートには当てはまりにくい)
(周囲の状況､地盤なども考慮に入れる必要あり)
7.講習､訓練について
判定のための講習､訓練は､第一陣では徳島から神戸
へのフェリー の中で行われ､以後緊急に大阪市内で講習
会を開催している｡静岡､神奈川の判定士以外はこうし
た講習のみ､という実態を反映して､改善すべきという
意見が6割を越えている｡
その具体的な改善策については以下に記すが､特徴的
なのは ｢現地の実態に即した講習を｣｢時間が短 く不十
分であった｣｢日常的に､定期的に行っておく必要があ
る｣という意見が多いことである｡特に講習を受けた構
造と､現地で対象とする構造が食い違っているという指
摘は示唆に富んでいるが､現地情報をあらかじめ収集し
ておくことの困難さを考えると､今後の事前情報の整備
や震災直後の情報収集活動に対する課題といえよう｡
図5 講習､訓練等
表4 講習､訓練 (内容)
人
現地の実態に即した具体的な鋭明 296
時間が短い.不十分.拝しく鋭明して欲しかつた 237
日常的.定期的なIL晋が必要 219
事前に資料を送付してあくべき 34
経験者の,RI事性 20
マニュアルにより自習できる.役にたたなかった 17
会場に不漬あり.会場が狭い 14
時間が長い.簡略化 6
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8.判定シー ト､ラベルについて
判定作業を行う判定シートについても約70%が､改善
の必要性を訴えており､その具体的な改善策は､以下に
示すようにきわめて具体的なものとなっている｡
図6 判定シー ト､ラベル等等
【判定シートの具体的な改善策】
199 13.51% 簡略化.整理.｢コンクリー ト構造のも
のが多すぎ｣｢平面図は不要｣
89 6.05% 判別シートの均一化 (構造種別に統一.
書式の全国統一)
53 3.60% 1枚にしてほしい.サイズはA4がいい
52 3.53% シートの内容の見直し｢○×印にしてほ
しい｣｢肩かけ記載板がほしい｣
｢日付,場所等やあらかじめ記入できるものは記入
しておくべき｣
｢片面のみ記入｣｢地盤の沈下､建物の傾きが全 く
ないときの記入法の改善｣
49 3.33% 記入スペース､備考欄大きく､見やすく､
シートの記入要項やや不足
27 1.83% 具体化.細分化 (特に木造)
25 1.70% 明らかに安全､危険である建物について
記入の省略 ｢倒壊､半壊に分けて判定しては?｣
4 0.27% 整理番号､調査日､班等の番号をシー ト､
ラベルに記入すべき
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9.判定ラベル
判定ラベル (3色)についても､具体的な指摘がみら
れるが､とくに黄色ラベルに関する意見が多い｡
表5 判定シート
人
愉時化.整理. 199
判別シー トの均一化､統一化 89
1枚にしてほしい.サイズはA4がいい 53
シートの内容の見直し 52
記入スペース.備考欄大きく,見やすく 49
具体化.細分化 (特に木造) 27
明らかに安全.危険である建物についての省略 25
表6 判定ラベル
人
内容.表現の見直し.表現がさびしすぎる 226
ラベル,シート用把の改良 122
ラベルの内容に差がありすぎ.細分化 120
ラベルに判定の内容を記入すべき 66
檎遺体によるものと落下物によるものの区別 45
逮絡,問い合わせ先を記入すべき 15
【判定ラベルの具体的な改善策】
226 15.35% 内容､表現の見直し､表現がさびしすぎ
｢選択制にするとよいのでは?｣｢外観検査の結
果､とラベルに記入すべき｣要注意で 『使用しない
でください』ラベルにおける矛盾
122 8.29% ラベル､シート用紙の改良 ｢シールなど
で張りやすく､耐水性,カーボン用紙の利用｣
120 8.15% ラベルの内容に差がありすぎ (緑と黄色)､
黄色の範囲が大きすぎ､細分化内容がマニュアルと
整合していない
66 4.48% ラベルに判定の内容を記入すべき (欄が
小さい)
45 3.06% 構造体によるものと落下物によるものの
区別
15 1.02% 連絡,問い合わせ先を記入すべき
13 0.88% 二次災害に備える手段を示すべき
1 0.07% OA化できないか
10.トラブル､逸話等について
ここでは実際に現地で判定業務を遂行する上でのエピ
ソードを聞いているため､｢歓迎された｣から ｢トラブ.
ルが起きた｣まで､いわばプラスからマイナスまで広く
カバーしていることに注意する必要がある｡つまり60%
が何らかの印象深いエピソードに遭遇したということで
具体的な内容は以下に列挙するが､30%が判定対象以
外 (戸建住宅が多い)への判定依頼が多く､今後の実施
体制を考えるうえで､考慮すべき重要事項である｡これ
(4)
は今回の判定対象の問題点であるが､逆に判定業務に対
する住民の期待の大きさを物語っているとも考えられ､
｢歓迎されなかった､非協力的であった｣のが約1割ある
ことを考慮しても､総 じて住民に受け入れられたと解釈
してよいのではないだろうか｡
図7 トラブル､逸話等
表7 トラブル､逸話 (内容)
人
調査対象外､業務外の相談､質問が多かつた 444
感謝されなかった.非協力的.調査が困難 143
感謝された.協力的であった 120
住民間の間粗が起こっていた 58
建物へ居住されている場合の対処方法に困る 27
【トラブル､逸話などの具体的な内容】
444 30.16% 調査対象外の相談を持ち込まれることが
多かった.業務外の質問を多く受けた
143 9.71% 感謝されなかった.非協力的であった.
調査が困難であった
(判定について住民の意向による強い要請)
(住民のクレーム)(対処に困った)(説得するのが
たいへんだった)
120 8.15% 感謝された.協力的であった
(遠くから来て.判定により安心した.あきらめが
ついたなども含む)
58 3.94% 住民間の問題が起こっていた (家主と借
家人問,隣人同士の問題等)
27 1.83% 要注意の建物へ居住されている場合の具
体的対処方法に困った
25 1.70% 判定士に期待されていた
判定士の活動がかなり知られていた
調査を待っている人が多くいた
22 1.49% 崩壊建物の応急対応マニュアルの必要性
21 1.43% 建物の内部は見てもらえないのかという
要求が多かった
13 0.88% 連絡体制の確立の必要性､調査の問い合
わせができないとの苦情あり
10 0.68% 報道メディア､住民の関心が強かった
8 0.54% 立ち入りが難しかった
3 0.20% 悪用されないように建物の名前を書 く
｢よそから取ってきたラベルが張ってあった)｣
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2 0.14% 地元職員ではないため､行政への不満を
ぶつけられずにすんだのでは
ll.制度化について
全国的な組織化､整備を求めている声が上がっている｡
例えば､｢判定士制度の全国レベルでの整備､制度化､
組織化の必要性｣｢災害時の体制を作っておくべき｣｢広
域的な体制づくり､近隣自治体との応急体制の整備｣
｢応急危険度判定の重要度を再認識した｣等｡
12.実施体制について
実際業務に携わる中で､実施体制について感じたこと､
考えたことを記してもらっている｡ 当然のことながら意
見は､-ード､ソフト､手順など多岐に渡っている｡
全体として埠じめての経験の中で試行錯誤をしたこと
を反映して､実施に際して相当の混乱があったことをう
かがわせる回答となっている｡そして対策本部の在り方
等について手厳しい意見が見られるのが､県 ･市アンケ
ートとは異なる個人アンケートの特徴である｡
表8 実施体制
人
指示,時間の効率化 132
対策本部の在り方.手段の改善 56
機器の整備 (コピー横.携帯電話等) 38
調査対象地城の見直し (重複した地域) 32
現地の連絡体制の確立 29
什報の公開の必要性.日々のチェック ll
次の日の調査エリアをもつと早く指示 5
13.その他
その他の意見､感想である｡判定業務の目的､方法､
対象､手段さらには昼食や トイレなど具体的で切実な問
題が提起されている｡
表9 その他
人
判定結果の明確化 (結果の責任の所在等) 71
ほかの同賞の調査との関係の明確化 70
調査件数の見直し､調査時間が少なすぎる 67
判定はもつと早く.短期間で行うべき 66
対象物件の明確化 (一戸建住宅も行うべき) 55
応急危険度判定の目的の明確化 39
地理的位札 地図がわかりにくい 22
星食について明確化 (だれが出資するのか) 13
14.小括
･判定従事者のもっている資格は､大半は一級建築士で
あり､半数は主事資格取得者である｡静岡､神奈川の応
急危険度判定士は約一割｡震災後の講習受講者で自身を
判定士と考えている人が若干名いる｡
･意見要望で多いのは､｢宿泊先が遠かったこと｡現地
情報の不足｡準備期問の短さ｣
(5)
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･業務の苛酷さについては､ 16%が苛酷であったとし
ており､80%が適当としている｡
･判定者の身分､位置づけ､費用負担については､6割
が ｢適切であった｣､4割が ｢改善する必要がある｣ と
している｡
･その改善の内容は､｢すくなくとも原則を事前に決め
てほしい ｡できれば国の負担を｣となる｡
･判定基準､マニュアル等については､改善すべき点が
あるとする意見が6割､それに対して適切だと考えてい
るものが4割となっている｡
･判定基準については､基準の一層の均一化､統一化の
要望が多い｡
･講習､訓練等について､改善すべきという意見が64
%である｡
･そしてその内容は､現地の ｢実態に即 して｣｢具体的
に､詳しく｣､また ｢スライド､ビデオ等を使う｣ こと
が望まれている｡
･また日常的な講習､訓練が必要であるという意見もあ
･判定シー ト､ラベルについては､7割が改善の必要性
を訴えている｡
･判定シートの具体的な改善策としては､全体としては
簡略化がいわれているが､木造については ｢詳細に｣と
いう意見がある｡他に具体的な提案が多数ある｡
･判定ラベルの改善策は､内容､表現､用紙の改善が言
われている｡特に黄色ラベルの文章表現や構造体と落下
物の区別についての意見が目立っ｡
･トラブルと逸話を合計 して6割が記入している｡
･これを具体的に見ると､調査対象外､業務外の相談質
問があったことが多い｡特に戸建住宅への判定依頼は非
常に多かった｡
･｢感謝､協力的｣と ｢感謝されなかった､非協力的｣
がそれぞれ約 1割｡｢遠方の県から｣ ということで感謝
される場合もあった｡後半になると ｢無関心｣｢いまご
ろ｣という見方をされるケースもあった｡判定者自身の
意識にも変化があり､その反映とも考えられる｡その結
果もっと早い時期に､短期間でという意見が出てくるこ
とになる｡問題や トラブルの遭遇は合計すると230件
にのぼる｡
･実施体制については､対策本部のあり方､方法､手順
の改革が求められている｡具体的には指示の仕方､時間
(特に待ち時間)の効率化.また､｢一旦本部に集合して
から現地に赴く｣ことについての批判が多い｡コピー機
の数が少なく､しかも壊れやすく云々｡携帯電話の必要
性等､他に具体的な指摘､改善策が多い｡
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特徴的なのは､現地本部に対する批判が多いことであ
るが､これが派遣した都道府県､市町村の担当者になる
と ｢現地本部はよくやった｣という評価が多いようであ
る｡
･その他として､判定の目的､対象､期間など根幹の枠
組みに関するものから､昼食､ トイレといった具体的で
切実な問題まで､数多くの意見､指摘がみられる｡
第二章 :派遣県 ･市からみた応急危険度判定業務
本章は､判定従事者を派遣した36都道府県 (+1公団)
そしてその傘下の119市､合計156団体へのアンケート結
果である｡
1.派遣者の身分について
｢改善する必要がある｣とこたえた県市が､｢適当で
あった｣と応えた県市より､若干多い｡これと比較して､
個人を見ると逆に ｢適当であった｣の方が若干多くなっ
ており､出張の扱いや身分保障の問題で､送り出す側の
方が問題を感じている､ということになる｡
適当であった.
公取 出張扱い
47%
図8 身分位置付け (県､市データ)
適当であった,
公取出張扱い
59%
要改善,事前に
身分位置付け
を決めておい
てほしい
53%
要改乱事前に
身分位置付けを
決めておいてほ
しい
41%
図9 身分位置付け (個人データ)
2.派遭要請方法について
｢今回は緊急であり､仕方がない｣としつつも､派遣
要請の正式な文書が切実に臨まれている｡これに ｢準備
期間が短かった｣｢現地の情報が不足 した｣などの問題
点の指摘がある｡これに対して､適切､比較的スムーズ
と答えたのは県市共約20%である｡
表10 要請方法
宰相手段について 県 市
派遭事I雷の正式な文雷がほしかつた 32.4% 18.5%
適切.比較的スム-ズであった,業務 18.9% 18.5%
準備期間が少なかつた.もつと早く計 21.6% 14.3%
組織化.ネットワークの確立が,E,辛 8.1% 10.9%
現地の状況について情報不足.情報が 18.9% 7.6%
(6)
3.費用負担について
ここでは､回答は ｢やむをえず公費で支出した｣とい
う事実と ｢公費でよい｣という意見とが混じっているが､
これを公費支出ということで合計すると4割弱に達する｡
ついで ｢国が負担すべきである｣という意見が続くが､
いずれにせよ､事前の制度化等により負担の原則を明確
にして欲しいということになる｡
表11 費用負担
県 市
公費でよい (∫意見) 32.4% 16.0%
国が負担すべ普 27.0% 16.8%
やむをえず公責で負担した 16.2% 18.5%
要汁時に統一して明確化して欲しい 13.5% 8.4%
制度化し.チ算を立てておく必要あり 5.4% 2.5%
4.派遣職員の本来業務への影響
半数以上が､｢短期間であれば｣｢帰庁後の残業によっ
て｣という条件付きで､影響なしと答えている｡また
｢影響があったとする｣回答の中にも ｢しかたがない｣
と考えるものが存在し､事態の緊急性を物語っていると
いえよう｡
影響なし
(短期間であれ
ば)
52%
図10 本来業務への影響
5.派遣の効果､経験､情報等の今後の活用方針
今後の防災対策を進める上で､参考になるとの意見､
感想が圧倒的に多い｡
解答なし
21%
芋雪諸 理
を畝識
8%
図11 効果､経験､今後の活用法
6.災害対策基本法等との関係について
判定業務と災害対策基本法等との関係について､関係
を明かにすべきである､という意見が一部見られるが､
7割が無回答であり､この点についての関心が薄いと考
図12 災害対策基本法との関係
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えられる｡
具体的な指摘(第30,50,74,92,31条)､地震対策の部署
の設置を検討中､という回答も少数ではあるが存在する｡
7.首長 ･議会の反応
緊急事態であり､通常の意思決定プロセスはかならず
Lも踏まえなかったと考えられるが､それに対して首長
や議会の反応は概ね積極的､良好であった｡マスコミの
報道などにより､判定業務への理解が短期間になされた
結果と考えられる｡特に事前に制度化をしていた静岡な
どにおいては､判定士制度の理解を得る絶好の機会であ
ったと､とらえている｡62.8%が､｢関心高い.積極的,
おおむね良好｣｡5.1%が ｢制度化,耐震基準,本県の対
応についての質問あり｣｡｢判定士の存在理由,意味,冒
的等を理解してもらう絶好の機会であった｣(静岡県)
解答なし
32%
関心高い.
積庫的.お
おむね良好
63%
豊艶 苦
ついての安
問あり
5%
図13 首長､議会の反応
8.地元住民､マスコミ等の反応
上で述べたように､地元住民､マスコミ等の反応は良
好であった｡ただ県に比べ市の比率が低いのは､市レベ
ルでの報道機関はほとんど無く､地元マスコミは県レベ
ルのものが多いことの反映であろう｡
新聞,テレビ
で報道あり
報道メディア
.住民の関心
0% 10%20%30%40%50%60%70%
図14 地元住民､マスコミの反応
9.支援本部､基地の対応について
指示の効率化､機器の整備､進捗状況の情報提供､講
習会の改善など具体的な意見､指摘もあるが､｢困難な
状況の中で､よくやった｣という評価が最も多い｡個人
データではこれがほとんど無 く､立場の違いによって得
られる情報､認識に差があることがわかる｡
また､同じ中間機関であっても県と市で若干の差が見
られるが､これもおかれた位置によって状況認識に差が
でることを物語っている｡
10.その他
｢応急危険度判定について全国レベルで制度化する必
(7)
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要がある｣｢判定結果のフォロー,状況,概要について
知りたい｣という制度化をにらんでいる意見が県に多く､
宿泊地の問題といった具体的な意見が個人に多いことと
対照をなしている｡
表12 支援本部､基地について
市
適当であった.取離な状現の中でよくやつていた 35.1% 16.8%
現地の連絡体制の確立 13.5% 8.4%
本丸 墓札 体制の改替 13.5% 5.9%
指示の効率化 8.1% 5.0%
指示系統の統一.明確イヒ 8.1% 4.2%
機器の警備の曲事性 5.4% 1.7%
相泊地が遠す
ぎる
安全性の確保
の指示.保証
判定薄黒のフ
ォロー,状況
応急危険度判
定の全国レベ
0% 5% 10%15%20%25%30%35%40%
図15 その他の意見､要望
ll.小括
･派遣者の身分､位置づけについて ｢要改善｣が､｢適
当｣より､若干多い｡個人とは逆の傾向である｡出張の
扱いや身分保障の問題で､送り出す側の方が問題を感じ
ている｡
･｢今回は緊急であり､仕方がない｣が､｢派遣要請の
正式な文書｣｢準備期間｣｢現地の情報｣が切実に臨まれ
ている｡適切､比較的スムーズと答えたのは県市共約20
%である｡
･費用負担について公費支出 (事実､意見)が4割､｢国
が負担すべきである｣が2割｡いずれにせよ､事前の制
度化等により負担の原則を明確にしてほしい｡
･派道職員の本来業務への影響は､半数以上が条件付き
で影響なしと答えている
･災害対策基本法等との関係については､7割が無回答
であり､この点についての関心は薄い｡
･首長 ･議会の反応は概ね積極的､良好であった｡マス
コミの報道などにより､判定業務への理解が短期間にな
された結果と考えられる｡
･支援本部､基地の対応について､指示の効率化､機器
の整備､進捗状況の情報提供､講習会の改善など具体的
な意見､指摘もあるが､｢困難な状況の中で､よくやっ
た｣という評価が最も多い｡個人データとの差がある｡
県と市でも若干の差が見られる｡
･その他で ｢全国レベルでの制度化｣｢判定結果のフォ
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ロー｣という制度化をにらんだ意見が県に多い.
第三章 :被災地の行政職員､関係専門家から見た
応急危険度判定業務
1.調査の概要
判定者及び派遣元の団体による評価は､実施部隊､支
援部隊の立場からの評価､意見であり､問題点を探り今
後の改善方向を得るためには､外部からの支援を受け入
れ実施した地元の関係者の評価を調査する必要がある｡
そこで､受け入れた被災地現地調査 (平成7年6月14日)
を以下のような方法で行った｡
趣旨
応急危険度判定を受ける側､外部からの支援を受ける
側から見た､応急危険度判定業務の評価 _(成果､到達､
課題とりわけ諸問題)と､要望事項等を把握し今後の判
定実施体制づくりへの教訓を得ることを目∴的とする｡本
来ならば直接､判定をうけた居住者､所有者に対する調
査を行うべきであるが､現地の状況に鑑み､今回は関係
行政窓口担当者等を介した間接調査とする｡
調査対象
1.県､市の建築指導担当者
2.同住宅相談窓口担当者
3.消防､雁災証明窓口担当者
4.地元学識経験者 防災､建築
5.地元建築関係団体 事務所協会等
調査方法
上記関係者に対するグループインタビュー調査
インタビューを効率的かつ効果的に進めるためにワーク
ショップ方式を採用する｡
手順
1.応急危険度判定業務の現地における諸問題について､
判定業務の各段階ごとに一般的に (新聞報道､書籍など
から)指摘されている効果､影響､諸問題を仮説的に説
明
2.参加者は各自の体験と立場から､上記報告をふまえ
つつ､自由に御意見や御質問をカードに記入する｡
3.KJ法によるブレーンストー ミング
2.調査結果
判定業務に対して､これを好意的に受けとめ是とする
論潮が多いが､本調査においては問題点をできるかぎり
網羅し､今後の教訓とすることを目的としているので､
実際におこった問題､批判的な見方､誤解に基づく問題
(8)
の指摘､なども含め､新聞報道を主たる材料に広く問題
点の列挙を行う
<凡例>
【 】 提示したテーマ
｢｣ 新聞報道などによる指摘●現地で提示された項目 (･現地での生の具体的
意見)
【判定の目的】
･構造上､余震に対して危険か否かという応急危険度判
定と､中長期的な使用､居住の可否の判断が混同された｡
｢今後も利用可能かどうかを緊急に検査する危険度判定
が･･･｣1月19日 静岡新聞 建物危険度を検査
｢救援活動のため､震災建築物応急危険度判定士の市職
員4人を･･･｣1月20日 建設通信新聞 震災建築物
応急危険度判定士横浜市4職員､被災地へ
｢家に住めないならば､仮設住宅をいくつ作れば十分な
のか｡行政は早急に実情をっかむ責任がある｡そこで危
険度判定士は重要な役割を果たす｣1月20日 読売新聞
危険度判定士普及急げ
｢判定士たちはこれらの家について 『建て直さないと危
険で住めない建物』と認定｣1月23日 静岡新聞 本県
判定士ら建物危険度診断
｢Q:判定で ｢危険｣といわれた場合は､住んではいけ
ないのか｡A:～最終的には個人の判断だ｣2月4日神戸
新聞◆震災Q&A三段階で判定∴津的強制なし一一一半壊家
屋の安全確認は 建築士らが巡回し調査
｢危険度調査の中間集計｣｢神戸市内では居住できない
建物が調査物件の48%に達し､被災地全体では32%
にのぼっている｣2月6日 朝日新聞 居住できない民
間集合住宅 神戸市内は48%
●目的
･判定の目的が今だに理解できない
･目的と3種類のビラは行動と一致せず
･判定の目的 市民の理解が得られるもの
･目的が市民､調査者に全く理解されていない
･何を目的に本調査制度を構築されようとしているのか
･判定の目的のちがいのため我々は振り回された
･危険度判定が後の中長期使用の可否と混同されること
が多い
●調査対象
･対象建築物をどうするのか?災害時の大きさによって
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判定すべき
･判定対象をどうする｡特定地区全建物 ?特定用途建物
?
･専用住宅､特建どの範囲をカバーすべきか
･被災地で被災者が避難した建物もまず一番に判定すべ
し 一
･調査対象は全ての建物でなくてはならない
･個人住宅もやるべきである
･調査対象について､集合住宅と戸建住宅との差別が出
た
･戸建てには老人も多く居住しており､調査は住宅全て
に広げることも検討しては?
･戸建て住宅 (判定対象外)について判定 してはしいと
の要望が強かった
･戸建て住宅に対する応急危険度判定に対するニーズは
数多くあった
･｢専用住宅もお願い｣と思う住民が多かった
･ [現地のニーズ]モレのないよう長期間かけても行う
べき (当制度を存続させるのであれば)
･調査区域をブロック毎に決めておく (人数､範囲､時
間)
【判定時期を何時にするか】
･｢被災後､被災者は2､3日中に半壊建築物の中に荷物
を取りに入っている｡ 『真の』 応急危険度はその前に
判定すべきであった｣という指摘がある｡ しかし､2､3
日というのは応急危険度判定よりも救命､救急が優先さ
れるべきである､という考え方もある｡
●判定の時期
･判定を早くしてはしいという声はよくあった
･震災後の早い段階で調査に入り､完了させることが必
要
･ [判定時期をいっにするか]判定作業時に ｢人がこの
家の下に埋まっている｣といった声等に対し てその時
本当に要求されている作業かと思った
･判定に来るのが遅いと言われた
･地震後2､ 3日のうちに危険度判定を行うこと
●期間
･危険判定者多く､日数が少ない (ママ)
･2､3日では無理｡中長期 (1-2週)にわたり実施
することを前提に検討するべき｡(応援 も地元もすぐ動
けない)従って､り災証明調査とは重ならざるをえない｡
･2-3日では判定調査はできない
(9)
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･当初に応急判定とは別に立ち入り禁止の措置を取るべ
き
･住民の意識が変化する｡短期間に調査を終えることが
不可欠
･判定作業の期間が長かった
･ [判定期間について]判定が始まってからは ｢早く来
てくれ｣という声が多かった｡早くやり終えれば､もっ
と問題は少なく､本来の目的が達成できたのでは･･
･判定は､構造躯体とその他は分けるべきである
●判定の効果
･判定に対する効果､住民にとって受けとめがまちまち
･判定に行ったことで市民に安心感をあたえた
･二次災害を防ぐ効果はあった
･調査は､市民の不安を解消させることに寄与したので
はないか
･市民の不安を取り除くためには不十分だった
･グリーンカードを貼ってもらい安心して家に帰ること
ができたとお礼の電話があった
●その後のフォロー
･危険度判定シートが現在もそのまま建物に貼られたま
ま･･どうする
りLJl急調査後の修繕可否調査体制も備えておく
･判定洩れが多数発生するので長期的なフォローの体制
が必要
･調査員は､支援部隊で､後の対応を各市でやる｡たい
へんである
･判定のみで次のステップが判らない
･調査結果が何の施策とも結びついていない｡他の建物
調査は施策と結びっいている
･次の段階の ｢部材被災度判定｣等の体制や施工業者確
保の体制も考える必要がある
･ [現地のニーズ]危険度判定 (余震対策)と被災度判
定をマッチングした仕組みづくりを
【被災地の受け入れ体制】
･被災地に判定業務に対する (受け入れ)体制がなかっ
たこと､また外部からの (応援)部隊にも実施体制につ
いて準備不足の点があり､相当の混乱があった｡
･｢判定をすると､その件数だけ市役所に問い合わせの
電話がかかってくる｡説明を求める｡応対する職員がお
らず､部長がそれらに全て対応するような場面もおきた｣
といわれている｡
*しかしながら､たとえ被災地にこの業務にたいする喜忍
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識があり体制を組んでいたとしても､被災地の職員は動
きが取れず容易に体制が組めなかったはずである｡
｢神戸市などは準備がなく､対応に慌てたようだ｣1月
23日 日経新聞 専門家の見方
｢被災自治体は､全国の自治体や建築士会に向け､積極
的に専門家の派遣を求めるべきだ｣
1月25日 朝日新聞 危険住宅の点検を急ごう
｢､地震先進県" の神奈川､静岡県から判定士がはじめ
て県外出動～とても人数が足りない｣1月24日神戸新聞
◆神奈川 ｢判定士｣釆神 -残った建物､大丈夫か 赤
札は危険マーク
｢両県 (静岡､神奈川)以外は (判定士制度が)未整備
で､神戸市でも 『そんなマニュアルがあるのをざっとは
知っていたが ･･･』という程度｡今回判定が不十分に
しか行われていない背景には人材不足もある｣1月27日
読売新聞◆ ｢判定士制度｣近畿では手っかず
【支援部隊に対する要望】
･｢判定者の集団だけが来るのは､材料を持ってくるだ
けで後は料理しろというに等しい｡判定シートの印刷､
貼る作業､クレーム処理､アフターケア含めてワンセッ
トで派遣してもらいたい｣という声がある｡
*｢現地の便宜供与期待｣型の組織ではなく､自立型の
部隊がもとめられている｡
●受入れ体制
･危険度判定に関する県 ･市間の情報交換はあったか?
･受け入れ体制がなかった
･ [支援部隊に対する要望]支援部隊を受け入れる側の
準備も､この災害時にはたいへんであったように思う
･(受け入れ側)応援にこられた方々に十分な対応がで
きなかった
･[支援部隊に対する要望]被災地に受け入れ体制を求め
るのは無理｡自己完結型の組織として入ってくるべし
･支援部隊が来てもらうのはありがたいが､内部での受
け入れ体制ができず､思った行動がとれなかった
･役所内部でも､なぜ応急危険度を廻っているか､理解
されていなかった
･調査の内容について､問い合わせの直接ある区役所に
ついては情報がほとんどなかった
●応援体制
･被災地の判定士も被災者｡近畿ブロック単位での応援
体制必要
･支援部隊の任期が少ない (ママ)
(10)
･近畿地区で応援協定を結ぶ (調査員確保)
･調査の主体は他都市からの人で｡地元は災害への対応
で手一杯
･県､市の担当者白身が被災者であり､支援システムを
常時完備する必要あり
･クレーム処理､アフターケアも含めて支援体制を考え
るべき
･実施体勢の整備｡被災時公務員の動員一救急避難等に
手がとられ､不足がち
･芦屋市においては初動態勢がとれなかった
●広報
･行政､市民共地震が起るまで制度についてや知識が不
足していた
･市民 (国民)に対するPR不足
･被災行政庁に対するPR､事前打合せ不足
･PR不足｡新聞からの知識だけ
･応急危険度の制度の広報を行っておく
●実施主体
･調査の主体が不明確である
●判定組織
･指令系統が明確でない
･指揮系統を明らかにすること (途中から調査方法が変
わることはダメ)
･作業部隊だけでなく､コントロールセンターを被災地
外に設置を
･調査対象等を本部で勝手にかえられたら困る
●判定者
･調査員 :同じ人でやってもらいたい
･応援職員がその都度人数､調査者が変わるので､前日
の準備におわれたので､同じ人が調査員で続けてやって
もらいたい
･応援の人が変わるのが速く､そのつど説明しなければ
ならなかった｡もう少し長期の要望
･調査員はできるだけ長期でやったほうが､能率もあが
るし､洩れも少ないのではないか
･判定作業員の適切な配置､迅速な行動の確保の計画を
事前に考えておくべき
･｢判定士｣の身分について､ボラシティア?行政の職
員に準じる者､身分保障､保険
･調査者の安全保険等の制度必要
･調査員保険加入
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●民間の協力
･各建築関連団体と行政の組織づくりを検討する
･行政だけでなく民間の判定士を増やして対応できるよ
うに
･請負業者､ビル管会社､マンション会社等､民間の組
織を盛り込む体制を作るべき
●実施体制各論
･住宅地図その他の調査のための資料等の準備
･窓口担当者の固定｡再調査時も同一
･判定士の打合せ用部屋の確保に苦慮した
･自治会毎に役員同伴で判定するのが良かった
･判定のための交通手段の段取りが大変である
･日々の判定資料と次の日の段どりの作業が大変である
なる場合はどうしたら良い?
･調査に伴う体制のマニュアルをっくる
･応援者と受け入れ側の連絡がとれない (電話不通)
･(移動電話使用不能)判定に行くのに朝行き､昼から
又隣家に呼ばれる｡行くだけで2時間半もかかる
･電話不通の中での判定者の地域割りをどうするか
･支援部隊を班分けしたが､現場に入ると連絡がとれず､
携帯電話を持ってほしい
･判定士の装備､ユニホーム､ヘルメット等の統一､確
保
･作業時の交通手段を考えておく必要がある
･体制について｡通信､交通､組織が混乱している中で
体制を組んで予定どおり早くできるのはむずかしい
【現地のニーズ】
･基本的にこの業務に対するニーズは存在する.
｢判定士の活動は初めてだったが､現地では好意的で来
るのを待っていたような感じだった｡呼び止められて
『うちの建物を見てくれ』ともいわれた｣
1月23日 産経新聞 応急危険度判定士今日第2次派遣
｢ぐしゃぐしゃになった家で､大家さんが来るのを二晩
待った｡三日目､専門家にここは危ないと言われ､ぞっ
とした｣
1月27日 読売新聞 この声聞こえますか (被災者の声)
【被災者の利害とデマ】
･｢被災者は使用の可否については被災度を危険側に判
定されることを嫌うが､固定資産税などの減免といった
被災者救済措置との関係では､危険側 (被災程度が大き
い)を主張する｡また地主､家主でこの際賃借人を追い
(ll)
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出したいと考えている場合は､被災を理由に移転を迫る
ケースがでている｣との指摘がある.
･また利害に関わって各種の噂､デマも生じたようであ
る｡
｢市役所が使用禁止を命じた張り紙があれば入居者選定
に有利だと信じ込み､近所からはがしてきた張り紙を自
宅に掲示する例もでている｣
1月27日 朝日新聞 仮設住宅は先着順 (高齢者など入
居に配慮)
●住民 ･住民間 トラブル
･赤紙等を利用して借家人を追い出した例もある
･大家と借家人との争い
･大家と店子の争いが後まで尾を引いた
･判定結果が尾を引いている
･調査を借地借家の紛争に利用される
･大家と店子のトラブルに利用された｡赤と黄が貼り変
えられた
･家主と賃借人の争いにまきこまれる
･家主と借家人のトラブルの因を作った
･危険度シールを貼ると賃貸アパートの大家とたな子と
の紛争のもととなった
●市民からの問い合わせ､クレーム
･市民はこんなもの貼ってほしくないと言った
･判定結果に対する市民からの問い合わせ､苦情の対応
が大変であった
･専用電話を引いたが対策本部の内容での問い合わせが
あり､答えられなく住民からおこられる
･自宅の判定について判定の根拠を知りたいといって､
調査員を探しまわられた
･調査後の市民からの問い合わせに対する応対が必要
･判定作業のクレーム処理は地元職員が行うべき
･市民より ｢なぜ内部を見てくれないのか｣という苦情
があり
･公営住宅に黄を貼って､公営住宅管理者から苦情有り
●市民の期待､要望
･復旧相談の方が重要だった
･市民の期待は応急判定でなく今後の対応調査である
･住民の真のニーズは､家に住めるか?どこ迄､どの様
に修理可か?等-復旧相談
･全てに近い住民が無料の調査を期待している
･赤紙の家の転倒から我家を守ってくれ
･調査に市民からの期待がかけられすぎている
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【行政の責任と権限】
･住民と行政のせめぎあいがあり､行政の責任を追及す
る論潮がみられる｡
｢態勢が整っていなかったうえ､想定をはるかに上回る
規模の震災だったこともあり､対象は共同住宅と棟割り
住宅に限られた｡強い余震の恐れが去らないなか､住民
の 『このまま家にいても大丈夫か』との不安にこたえ切
れていない｣
｢わが家も少し傾いています｡危険度判定が始まったと
聞きま･したが､地震後一週間以上もたって､遅いですよ｡
････結局､自衛しろということでしょうが･･･二
次災害が起きたら､責任を追及したい気持ちです｣
1月27日 読売新聞 二次災害防止策は万全か 危険度
判定進まず
｢住民と行政のせめぎあい｣｢災害の広がりを食い止め
るには､ふだんから住民と行政が防災意識を共有するこ
とが大切｡『その時に及んで､初めて命令や指導を出し
ても遅い｣と～は力説する｡その点関西はどうだったか｣
1月27日 読売新聞 それでも家に戻りたい 誓約書提
出､家財持ち出す
｢この判定には法的拘束力はなく､家財を運び出そうと
屋内に入る住民が相次ぎ､市職員や警察官との押し問答
も繰り返されている｣
｢判定を無視して住み続ける人も少なくない｣
1月30日 読売新聞 危険度判定士2千400棟を立ち入
り禁止
●行政の事後対応
･賃借人の立場違い､固定資産税､損保の調査で混乱
･事後処理に追いまわされた
･判定カード貼り付け後の扱い｡いっまで添付しておく
のか｡誰がはがすのか
･判定後どのように動けばよいかわからない｡今までも､
緑色の紙が貼ったままで､いっまで貼るのか?等
【マンションの問題】
･マンションには独自の複雑な問題が生じた｡
｢地震直後､(マンションの)管理会杜が独自の判断で
玄関にフェンスを張って立ち入り禁止にし､市当局に危
険性の判定も依頼したが､まだ来ていない｣
1月31日 読売新聞 マンション再建道険し
｢分譲マンションの復興を支援するため､大阪府と兵庫
県は～被災度判定と復旧設計ができる建築構造技術者を
(12)
独自に認定､入居者に技術者情報 (ママ)を提供するこ
とを決めた｣
3月14日読売新聞夕刊◆被災度判定に専門家
一一マンション復興支援
｢マンション住民9世帯について 『半壊』と認定して発
行した被災証明を 『一部損壊』に訂正することを決めた
～ (義援金や援護金を)『回収せざるを得ない』として
おり､税金の還付なども含め混乱も予想される｣
3月10日読売新聞夕刊◆り災証明書を訂正
●マスコミ､報道の問題
･｢好意的に受けとめた｣がテレビを見た人の意見であ
る
･報道と実態のギャップはどうして起きているのか?
(｢判定｣に対する市民の評価)
･実態と報道のちがい
･報道と実態の違い｡報道はストー リーができてから書
かれている
･テレビは非常に良い場面のみが写されている
･ [マスコミの論調について]混乱している状態の中で
センセーショナル的な､住民側に一方に傾いたような報
道が多く､それに対応が追われた部分が多い
･報道は疑問 (被災者を勇気づけるため､大批判はしづ
らい状況有り)
【今後の方向】
●体制化
･一番大切なことは､応急危険度判定の法的､制度的位
置づけが大切 (防災計画､災害救助法取組み､応援体制
のルールづくり等)
･(応急危険度判定)行政内部､一般住民にはこの制度
が十分理解されなかった(A-9)
･判定士の受け入れ体制のマニュアル化を図る
･災害救助法との関わりをどうするか
･判定の法的根拠をたずねられた
･判定作業に関する法的な位置付けが不明確
･判定について､法的位置付けを
･判定の効果 (どういう権限)がどうか
･調査員の権限について住民から聞かれる
●判定士資格
･判定士の制度の確立と研修
･判定士の制度化
･判定士の資格の位置づけをする
･民間判定士を作る
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･判定士の資格を明確に
･今後とも実施を長期にわたり行うなら平時から研修､
訓練体制の全国的確立が大切 (ボランティア養成含む)
･判定士の熟練度
●保障 ･補償
･判定士､応援者の事故等における保障をどうする
●身分保障
･身分保障はどうなっているのか
･作業に伴う費用の負担｡船賃､保険､コピー代
･判定士の身分保障の問題
●判定作業過酷
･判定業務はつらかった
･判定した者の責任が残るのではないか
･ボランティアによる活動には限界がある
●その他
･構造計画､土質系､宅造等の再教育を職人､技術者に
･ALC溶接不良最大｡
3.小括
｢判定の効果｣について ｢グリー ンカードを貼っても
らい安心して家に帰ることができたとお礼の電話があっ
た｣など､｢市民の不安を解消させる｣｢二次災害を防ぐ
効果はあった｣と評価されており､基本的にこの業務に
対するニーズは存在するといってよい｡しかしながら､
市民 (国民)に対するPR､行政庁に対するPRともに
不足していたことから､実施主体も認識されておらず､
当初､被災地では ｢判定の目的｣に対する誤解が大きか
ったことが指摘された｡市民へ浸透するのに比例して期
待感が大きくなるが､これはさらに詳細な調査や事後対
策への要望と変化していく｡
｢判定時期｣については､住民の意識が変化すること
等を鑑み､震災後の早い段階で調査に入り早期に完了さ
せることが必要という意見が大勢を占めている｡
しかし､｢危険度判定シートが現在もそのまま建物に
貼られたまま｣というのをどうするか､とか ｢後の修繕
可否調査体制｣や次の段階の被災度判定といった､その
後のフォローの体制が弱かったことへの反省が出されて
いる｡
最も現地として頑の痛かった ｢被災地の受け入れ体制｣
の不十分さについてはこれは被災時点では当然であるが､
外部からの (応援)部隊にも ｢現地の便宜供与期待｣型
(13)
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の組織ではなく､自立型の部隊がもとめられている｡す
なわち､被災地の担当者も被災者であったので､調査の
主体は他都市からの支援システムを常時完備する必要あ
り､そこでクレーム処理､アフターケアも含めて考える
べきであったとされている｡特に初期の段階で市民から
の問い合わせ､クレームが多く発生している｡マスコミ
報道に対しては一般的に色々な批判があるが､この活動
に対しては ｢好意的に受けとめた｣ものとなっているよ
うである｡
また調査対象では戸建住宅に対するニーズにどう応え
るかも大きな問題であったこと､組織については､指令
系統や業務の手順､判定従事者の継続性の問題など組織
上の混乱の指摘もある｡
現場では､被災者間の利害対立によるトラブル､すな
わち大家と借家人との争いなどが見られた｡判定の目的
をPRL周知することが決定的に重要である｡
今後の方向として､応急危険度判定の法的､制度的位置
づけが大切 (防災計画､災害救助法との関連､応援体制､
受け入れ体制のルールづくり等の体制づくり､判定士の
制度の確立､身分保障､費用などの指摘がある一方､民
間の判定士を増やすこと､関連して各建築関連団体や請
負業者､ビル管会社､マンション会社等､民間の組織を
盛り込む体制を作るべきとの意見があった｡実施体制の
各論では､資料等の準備､窓口担当者の固定､部屋の確
保､交通手段､連絡､地域割り､装備､に関する切実な
問題と提案が出された｡
第四章 まとめ
建築士､主事資格取得者を中心とし､静岡､神奈川の
応急危険度判定士を一部含んだ判定従事者は ｢宿泊先が
遠く､現地情報が不足し､準備期間が短い｣中で､かつ
少なくない者が身分､位置づけ､費用負担について不安
を感じながらも､判定活動に携わった｡当然苛酷と思え
る業務に対しても､80%が苛酷ではなかったと答え専
門職能としての使命感がうかがえる｡
判定業務基準､判定シート､ラベル､マニュアル､講
習､訓練､実施体制等については､改善すべき点がある
とする意見と具体的な提案が数多く出されている｡
現地での歓迎､期待の一方でトラブルに遭遇する場合も
ある｡
その他として､判定の目的､対象､期間など根幹の枠
組みに関するものから､昼食､ トイレといった具体的で
切実な問題まで､数多くの意見､指摘がみられる｡
派遣母体組織では､送り出す側の立場という性格を反
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映して､出張の扱いや身分保障の問題､費用負担､派遣
要請､全国レベルでの制度化など制度面での指摘が多い｡
首長 ･議会の反応は概ね積極的､良好であった｡マス
コミの報道などにより､判定業務への理解が短期間にな
された結果と考えられる｡
支援本部､基地の対応について､指示の効率化､機器
の整備､進捗状況の情報提供､講習会の改善など具体的
な意見､指摘もあるが､｢困難な状況の中で､よくやっ
た｣という評価が最も多い｡個人データとの差がある｡
県と市でも若干の差が見られる｡
被災地で受け入れた側は､｢市民の不安を解消させる｣
｢二次災害を防ぐ効果はあった｣と評価する一方で､判
定時期､クレーム処理､アフターケアの体制､調査対象､
組織上の混乱などに関する切実な問題の指摘がある｡
｢被災地の受け入れ体制｣が取れない場合は応援部隊に
も ｢現地の便宜供与期待｣型の組織ではなく､自立型の
部隊が求められるという指摘は今後の重要な教訓であろ
r二:つo
また､住民間の利害対立によるトラブルも念頭に置く
べき事項である｡
今後の方向として､制度化､体制づくり､民間との連
係等と共に実施体制の各論で詳細な意見と提案が出され
ている｡
Summary
●
ThepurposeofthisstudylSmakingclearoftheevaluationandproblemsoftheemergentestimationonthe
buildingsincaseofHanshin-AwaJlenormouserthquake.Theresultsarefolowlng;
●I
1Theemergentestimationonthebuildingswassuccessfulyexecuted,generalyspeaking.
●
2TheenglneerSandlocalgovernmentswhichtheyareinvolved,evaluatetheirexecutionsandatthesame
timehavevariouskindsofoplnionsandproposals.
3Butinthelocalgovernmentsandtheirareaswhichreceivedthesupportsfortheestimationactivities
from outside,manytroublesandconfusionshaveoccurred.
4Theyarecausedbylackoftheinformationabouttheaim oftheseactivitiesandtherelationshipswith
theotherresearchesandbythatthisisthefirstexperienceforJapan.WeneedmuchmorePRforthese ac-
tivities.
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